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市場デリバティブ取引に係るご注意 

 

 

 

○ 本取引は、証拠金の額を上回る取引を行うことができる

ことから、場合によっては、大きな損失が発生する可能

性を有しています。また、その損失は、差し入れた証拠

金の額を上回る場合があります。 

 

 

 

○  本取引の内容等を十分ご理解の上、お取引いただきます

ようお願いいたします。 
 

 

 

 

○ お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等につきましては、

当社サポートセンターまでお申し出ください。なお、お取引

についてのトラブル等は、以下のＡＤＲ（注）機関における苦

情処理・紛争解決の枠組みの利用も可能です。 
 

 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

  電話番号 ０１２０－６４－５００５（フリーダイヤル） 

 

 
 
（注）ＡＤＲとは、裁判外紛争解決制度のことで、訴訟手続によらず、民事上の紛争を解決しよ

うとする紛争の当事者のため、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続をいいます。 
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大証 FXの契約締結前交付書面 

(取引所外国為替証拠金取引説明書) 

（この書面は、金融商品取引法第 37条の 3の規定によりお渡しするものです。） 

 

 

この書面には、大阪取引所が取扱う大証 FXを行っていただく上でのリスクや留

意点が記載されています。あらかじめ十分にお読みいただき、ご不明な点は、お

取引開始前にご確認ください。 

 

◯ 大証 FXとは、お客様に一定の証拠金を差入れていただき、差入れられた証拠

金を上回る額の外国通貨の売買を行っていただく取引です。 

◯ 大証 FXは取引対象となる通貨の価格の変動やスワップポイントの支払により

損失が発生することがあります。また、非対円取引においては、決済が円貨

でなされることから、取引対象通貨の価格変動リスクに加えて円貨への両替

に伴う日本円の価格変動リスクがあります。 

◯ 大証 FXは、多額の利益が得られることもある反面、差入れた証拠金を上回る

多額の損失が発生する可能性を合わせもつ取引です。したがって、取引を開

始する場合、または継続して行う場合には、取引の仕組みやリスクについて

十分に把握するとともに、投資者自らの資力、投資目的および投資経験等に

照らして適切であると判断する場合にのみ、自己の責任において行うことが

肝要です。 

 

手数料など諸費用について 

・ 大証 FX を行うにあたっては、約定通貨単位に下記記載の 1 枚（1 万通貨単位

（南アランド/円は 10 万通貨単位））あたりの手数料を乗算した手数料をいた

だきます。1約定ごとに手数料がかかります。 

☆休止決議及び最終決済等のご注意について 
平成 26 年 2 月 24 日付で、大阪取引所（当時は大阪証券取引所）の取締役会

において、取引所外国為替証拠金取引（以下、「大証 FX」といいます。）市場

の休止が決議されました。なお、お客様が取引できる最終の取引日（取引最終

日）は、平成 26 年 10 月のいずれかの日で設定されることが予定されています。 
取引最終日、および取引最終日の立会終了時までに転売又は買戻しが行われ

なかった建玉の取扱い等については、決まり次第、会員画面へのメッセージや

取引ルール等で説明します。 
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手数料：約定 1枚あたり 200円(税抜)（※） 

※取引実績等により異なる場合があります。詳細は取引ルールをご参照くださ

い。 

 

・ 売買手数料は別途徴収いたします(約定代金には含まれません)。 

 

・ 売買手数料は、新規取引約定時、返済取引約定時の双方でかかりますが、新規

取引約定時には手数料を徴収せず、当該建玉の決済時に新規取引時の手数料と

返済取引時の往復の手数料がまとめて徴収されます。 

 

売り気配と買い気配の価格には差(スプレッド)があります。スプレッドは一定で

はなく、為替相場の状況等を踏まえて随時変動します。 

・ 取引する通貨ペアで、より高金利の通貨を売付ける場合(例:ドルが円より金利

が高い場合に、ドル/円の取引でドルを売付ける場合)、スワップポイント(2

通貨間の金利差調整額)の支払が発生します。また、取引する通貨の金利変動

により、スワップポイントが受取りから支払いに転じることがあります。 

 

・ 非対円通貨ペアにおいても円貨によるスワップポイントが発生します。 

 

・ スワップポイントの受渡(精算)は、お客様の建玉決済と同時に行います。 

 

 

証拠金について 

・ 大証 FX で必要な証拠金の額(1 枚当たり必要証拠金額)は、株式会社日本証券

クリアリング機構(以下「クリアリング機構」といいます。)が定める証拠金基

準額をもとに当社が定めます。 

 

・ 必要証拠金額は、同一通貨の組合せで売建玉と買建玉のうち、数量の多い建玉

に対して必要なクリアリング機構が定める証拠金基準額に、当社が定める基準

率（110％）を掛けた金額とします。これをマックス(MAX)方式と呼びます。な

お、異なる通貨ペアの建玉については、各通貨ペア毎のマックス(MAX)方式で

求めた証拠金を累積して計算します。 

 

・ お客様から証拠金として差入れられた金銭の額（証拠金預託額）に、建玉の評

価損益などの現金授受予定額を加算、および減算した額を有効証拠金額（※）

といいます。大証 FX 口座でお預りする現金のうち、証拠金としてお使いいた

だける金額です。 
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※受渡および入出金を加味した現金から時価評価による評価損益、スワップポ

イント、受渡日未到来の決済損益を加味し、未払・未徴収手数料の差引きに

より算出します。このため、大証 FXの取引額の有効証拠金額に対する比率は、

常に一定ではありません。 

 

・ 大証 FX において、当社で証拠金として利用できるのは、現金(日本円)のみで

す。有価証券での代用や外貨は受付けていません。 

 

・ 大証 FX 口座でお預りする現金は、原則、すべて必要証拠金額に充当できるも

のとして取扱います。 

 

・ 建玉の決済による損金に相当する額の現金が大証 FX 口座にない場合、不足金

が発生し、受渡日の 15:00までに入金が必要となります。不足金の入金が受渡

日までに確認できない場合、立替金が発生します。発生した立替金を入金いた

だけない場合、当社の任意でネットストック口座からの振替を行います。ネッ

トストック口座から振替えできない場合、当社の任意により、お客様のすべて

の建玉を決済します。さらに不足金が解消しない場合、当社が管理するお客様

からのお預りの資産を任意に処分し、不足金に充当します。その際の手数料は、

当社所定の手数料が発生します。 

 

・ 当社は、お客様の有効証拠金額の必要証拠金額に対する割合が、当社所定の水

準（50％）以下になった場合、損失の拡大を防ぐため、お客様の計算において

転売、または買戻しを行うことができます（以下、「ロスカットルール」とい

います。）。ただし、相場が急激に変動した場合には、ロスカットルールがあっ

ても、証拠金の額を上回る損失が生じることがあります。 

 

・ 外国為替相場の変動により売買した通貨ペアの値動きにより計算上の損失が

生じ、取引時間終了時点で有効比率（有効証拠金額÷必要証拠金額）が 91%を

下回った場合、証拠金不足となり、有効比率が 100%（※）を回復するまでの

追加証拠金（以下「追証」）を差入れていただく必要が生じます。 

 

 ※当社必要証拠金(当社が定める基準率 110%)での計算で、有効比率 100%を

回復する金額を差入れていただきます。クリアリング機構の定める証拠金基

準額での計算とは異なります。 

 

・ 追証が発生した場合、下回った取引日の翌銀行営業日 15:30までに有効比率が



5 

100%を回復するまでの金額を差入れる必要があります。追証が発生した場合、

会員画面内で証拠金の不足金額（必要入金額）を連絡します。原則、電話連絡

は行いませんので、大証 FX を取引される客様は、常に会員画面を確認してく

ださい。 

 

 ※クリスマス等により取引所が取引終了時間を繰り上げる場合、追加差入の

期日を 15：30より前の時刻に繰り上げる場合があります。 

 

・ お客様が当社より請求を行った追証を所定の日時までに差入れなかった場合

には、当社は、お客様が大証 FX口座で保有する建玉を決済するため、任意に、

お客様の計算において転売または買戻しを行うことができます。（お客様が当

社に対し、大証 FX において発生させた不足金を支払わない場合についても同

様です）。 

 

・ 当社は、お客様が大証 FX で保有する全建玉の決済を行い、差入れた証拠金に

決済差金を加算または減算した額からお客様の当社に対する債務額を控除し

た後の金銭の返還を請求したときは、原則として遅滞なく返還します。 

 

・ お客様は、当社がお客様の証拠金預託額について大阪取引所に報告した日から

取引所が定める日までの間、大阪取引所の専用ウェブサイトからお客様自身の

証拠金預託額を照会することができます。 

 

大証 FXのリスクについて 

大証 FX は、少額の証拠金で多額の取引を行うことができることから、時として

多額の損失が発生する可能性を有しています。したがって、大証 FX の開始にあ

たっては､下記の内容を十分に把握する必要があります。 

 

・ 大証 FXを行うにあたっては、為替相場の変動や、金利情勢、現地情勢(政治・

経済・社会情勢)および各国の政府による規制等により、取引対象となってい

る外国為替の価格が変動することによって損失が生じるおそれがあります。ま

た、その損失の額が、差入れた証拠金の額を上回るおそれがあります。 

 

・ 大証 FX の取引額(建単価×取引の数量)は、その取引についてお客様が預託し

なければならない証拠金の額に比べて大きい額となっています。 

 

・ 通貨の価格の変動およびスワップポイントにより損失が生じることとなるお

それがあります。また、その損失の額が、差入れた証拠金の額を上回るおそれ
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があります。 

 

・ 相場状況の急変、指標の発表、著しい流動性の低下等に伴う価格の変動や、ス

プレッド(売り気配と買い気配の差)幅の拡大により、意図したとおりの取引が

できなかったりする可能性があります。 

 

・ 取引システムもしくは取引所、当社とお客様を結ぶ通信回線等が正常に作動し

ないことにより、注文の発注、執行、確認、取消しが行えなくなる可能性があ

ります。 

 

・ 大証 FX ではロスカットルールを採用しています。相場の変動により、必要証

拠金額に対する、有効証拠金額の割合（有効比率）が当社所定の水準を下回っ

たことを当社が確認した場合、当社はお客様の口座において全建玉の反対売買

注文を発注します。その結果、発生した損失についてはお客様の負担となりま

す。 

 

・ 上記のようにロスカットルールを採用していますが、相場が急激に変動した場

合やロスカット注文の全数量が約定しない場合などには、損失を証拠金額の範

囲内に抑えることができないことがあります。その場合、差入れている証拠金

額を上回る損失が発生するおそれがあります。 

 

・ 大証 FX では建玉を維持するためには、有効証拠金額が必要証拠金額に対して

一定水準以上であることが必要となります。当社計算において、有効比率が追

証の差入れが必要となる基準を下回った場合、追証の差入れが必要となりま

す。なお、一度証拠金不足が確定した場合、その後の相場変動により有効比率

が回復した場合でも、証拠金不足は解消せず、追証の差入れが必要となります。 

 

・ 当社の大証 FXにおける注文の受託は、インターネット経由のみとなります。

当社システム障害時も同様です。 

 

・ 大証 FXでは、保有可能な建玉数に上限が設けられており、クリアリング機構

が定める証拠金基準額により計算する証拠金額の累算が 50 億円を超える建

玉を保有することはできません。なお、相場状況により当該基準につき当社

が変更することがあります。 

 

財産の管理方法および預託先について 

・ 当社はお客様から受け入れた証拠金を全額クリアリング機構へ預託します
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（直接預託）。金融商品取引清算機関に直接預託するまでの間、当社に滞留し

ている証拠金については日証金信託銀行に金銭信託を行う方法により、お客

様の資産を当社の資産とは区分して管理いたします。 

 

・ お客様の大証 FX口座への入金は、ネットストック口座へ入金いただいた後、

別途、お客様自身によるネットストック口座から大証 FX口座への振替手続が

必要です。 

 

・ 提携金融機関の契約口座から、お客様の大証 FX 口座に即時に振込入金する

「ネットリンク入金サービス」をご利用いただくことにより、大証 FX口座へ

直接入金していただくことが可能です。 

 

・ お客様の出金は、大証 FX口座からネットストック口座への振替手続の後、ネ

ットストック口座より出金手続を行っていただくことができます。 

 

大証 FXは、クーリング・オフの対象にはなりません 

・ 大証 FXに関しては、金融商品取引法第 37条の 6の規定の適用はありません。 
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大証 FXの仕組等について 

 

1.当金融商品取引業者の名称は、松井証券株式会社です。 

 

2.大阪取引所が取扱う取引所外国為替証拠金取引である大証 FXでは、同取引所およびクリア

リング機構が定める規則に基づいて行います。当社が行う大証 FXに係る受託業務においては、

同取引所およびクリアリング機構が定める規則（同取引所およびクリアリング機構の決定事

項および慣行を含みます。以下同じ｡)に従うとともに、金融商品取引法その他の関係法令お

よび一般社団法人金融先物取引業協会の規則を遵守して行います。 

 

3.大証 FXは、金融商品取引法に定める市場デリバティブ取引のうち、一般社団法人金融先物

取引業協会の定める市場金融先物取引の 1 つです。当社が提供する金融先物取引の種類は、

通貨関連市場デリバティブ取引である大証 FX、および通貨関連店頭デリバティブ取引である

NetFxの 2種類となります。 

 

4.当社が大証 FX で取り扱う対象通貨ペアは、USドル/円、ユーロ/円、豪ドル/円、NZ ドル/

円、英ポンド/円、スイスフラン/円、カナダドル/円、南アランド/円の 8 種類の対円通貨ペ

ア、および、ユーロ/USドル、英ポンド/USドル、豪ドル/米ドルの 3種類の非対円通貨ペア

です。 

 

取引可能な各通貨ペアの取引単位および呼び値の最小変動幅は、次の表の通りです。 

通貨組合せ 取引単位 呼値の最小変動幅 

USドル/円 10,000USドル 0.01(100円) 

ユーロ/円 10,000ユーロ 0.01(100円) 

豪ドル/円 10,000豪ドル 0.01(100円) 

NZドル/円 10,000NZドル 0.01(100円) 

英ポンド/円 10,000英ポンド 0.01(100円) 

スイスフラン/円 10,000スイスフラン 0.01(100円) 

カナダドル/円 10,000カナダドル 0.01(100円) 

南アランド/円 100,000南アランド 0.01(1,000円) 

ユーロ/USドル 10,000ユーロ 0.0001(1USドル) 

英ポンド/USドル 10,000英ポンド 0.0001(1USドル) 

豪ドル/USドル 10,000豪ドル 0.0001(1USドル) 

 

5.大証 FXにおいて、建玉の返済期限は定められていません。お客様の取引の受渡日（決済日）

は取引日の翌々銀行営業日ですが、取引終了後の未返済の建玉については、建玉をいったん

返済し、翌受渡日分の取引として、再度新規に建て直すことで自動的に受渡日を延長してい
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ます。これをロールオーバーといいます。なお、ロールオーバーによる建玉の返済、建て直

しによる建単価の変更、値洗いによる評価替は行いません。また、上記の受渡日の延長につ

いては、手数料はかかりません。 

 

6.ロールオーバーがなされた場合に、組合せ通貨間の金利を比較して差が生じる場合、金利

差相当額（スワップポイント）が発生します。 

 

7.建玉の決済方法は、転売または買戻しによる差金決済となります。 

 

8.受渡日（決済日）は、取引日の銀行翌々営業日が原則となります。ただし、取引日の翌日

または翌々日が日本の銀行の休業日に当たる場合には、順次繰り延べられます。 

 

9.当社が提供する大証 FXは、売り・買いのいずれも可能です。それぞれ反対売買を行うこと

により決済されます。 

 

10.お客様が大証 FXの注文を委託する際は、次の事項を指示してください。 

 金融先物取引の種類(当社で取扱っているのは、大証 FX(通貨関連市場デリバティブ取

引)、および NetFx（通貨関連店頭デリバティブ取引）の 2種類です) 

 委託する取引対象を上場している金融商品取引所の名称（この場合は大阪取引所） 

 委託する通貨の組合せ（取引対象通貨ペア） 

 新規の売付取引、新規の買付取引、転売または買戻しの別 

 注文数量 

 価格（指値、成行等） 

 委託注文の有効期間 

 執行条件等、その他お客様の指示によることとしている事項 

 

11.お客様が、大証 FX に係る債務を履行する方法は、必要な額を日本円により入金するのみ

となります。外貨の入金および有価証券による充当はできません。 

 

12.当社がお客様から預託を受ける証拠金は、日本円による現金のみとなります。外貨の預託

および有価証券による充当はできません。 

 

13.当社の提供する大証 FX を行うにあたっては、約定通貨単位に下記記載の 1 枚（1 万通貨

単位（南アランド/円は 10 万通貨単位））あたりの手数料を乗算した手数料がかかります。手

数料は 1約定ごとにかかります。 

 

 手数料：約定 1枚当たり 200円(税抜)（※） 
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※取引実績等により異なる場合があります。詳細は取引ルールをご参照ください。 

 

なお、手数料は、新規建取引約定時、返済取引約定時の双方でかかりますが、新規建取引約

定時には手数料を徴収せず、当該建玉の決済時に新規建取引時の手数料と返済取引時の往復

の手数料がまとめて徴収されます。 

 

14.スワップポイント（※）とは、通貨間の金利差調整額のことをいいます。ロールオーバー

するごとに発生し、建玉の決済時点でスワップポイントの精算を行います。したがって、決

済による損益の結果は、通貨価格の変動のほか、スワップポイントの変動にも影響を受けま

すので注意が必要です。 

※スワップポイントは、各国の金利情勢等を元にクリアリング機構が決定します。また、買

建玉と売建玉に対するスワップポイントは 1 本値となり同額です。また、非対円通貨ペアに

おいても円貨によるスワップポイントが発生します。 

 

15.相場の変動等により、お客様が差入れている証拠金額がお客様の保有建玉の維持に必要な

証拠金額に対して、当社が定める一定水準を下回った場合、新たに証拠金を差入れていただ

きます。 

 

16.相場の変動等により、お客様が差入れている証拠金額がお客様の保有建玉の維持に必要な

証拠金額に対して、当社が定める一定水準を下回った場合、自動的に建玉の反対売買注文が

執行されるシステム（ロスカットルール）になっています。その場合、当社はお客様に通知

することなくお客様の口座において全建玉を反対売買できるものとし、その結果、発生した

損失についてはお客様の負担となります。 

 

17.次のケ－スに該当するお客様につきましては、当社の任意により、お客様の口座において

すべての建玉の反対売買を行います。 

(1)証拠金不足が発生した日の翌銀行営業日の 15:30までに、お客様からの追加証拠金の差入

れが完了していない場合  

(2)その他、当社が大証 FX 口座設定約諾書、および大証 FX取引規程の定めに基づき必要と判

断した場合 

 

 

18.当社における大証 FX の注文の受託は、全て当社会員画面を利用し、インターネットを経

由して行います。その他の手段(電話、FAX 等)による注文の受託は行っていません。当社シ

ステム障害時も同様となります。 

 

取引規制 
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大阪取引所が取引に異常があると認める場合またはそのおそれがあると認める場合、次のよ

うな規制措置がとられることがあります。 

a.証拠金の差入日時または預託日時の繰上げ 

b.証拠金額の引上げ 

c.証拠金の有価証券による代用制限 

d.証拠金の代用有価証券の掛目の引下げ 

e.取引の制限または禁止 

f.建玉制限 

 

当社への取引の委託の手続きについて 

お客様が当社に大証 FXの取引を委託する際に必要となる手続きの概要は、次のとおりです。 

 

(1)取引の開始 

a.本説明書の交付を受ける 

はじめに、当社より本書面を交付しますので、大証 FXの仕組みやリスクについて十分ご理解

のうえ、ご自身の判断と責任において取引を行う旨の確認書をご提出下さい。 

 

b.大証 FX口座の設定 

大証 FXの開始に当たっては、あらかじめ当社に「大証 FX口座設定約諾書」を差入れ、大証

FX口座を開設していただきます。その際、本人確認のお手続きを行う場合があります。 

 

(2)証拠金の差入れ 

大証 FXで委託注文をするときは、あらかじめ当社に所定の証拠金を差入れていただくことが

必要です。お客様が差入れた証拠金は、証拠金預託額に算入されます。当社は、証拠金を受

け入れたときは、お客様に受領書を交付します。なお、当社は証拠金受領書面につき電子的

な方法により書面交付を行います。 

 

(3)委託注文の指示 

大証 FXの委託注文をするときは、当社が定める取引時間内に、次の事項を正確に当社会員画

面に正確に入力して下さい。 

a.委託する取引対象を上場している金融商品取引所の名称（この場合は大阪取引所） 

b.委託する通貨の組合せ 

c.新規の売付取引、新規の買付取引、転売または買戻しの別 

d.注文数量 

e.価格（指値、成行等） 

f.委託注文の有効期間 

g.その他お客様の指示によることとされている事項 



12 

 

※新規の売付取引または新規の買付取引行うことで、同一の通貨組合せの売建玉と買建玉を

同時に持つこと（以下、「両建て」といいます。）となった場合、両建てを解消する際には、

手数料を二重に負担することがあります。 

 

※転売、または買戻しの注文が成立したときは、当社が定めるところにより、既存の買建玉

または売建玉の全部または一部が決済されます。 

 

(4)委託注文をした取引の成立 

委託注文をした取引が成立したときは、当社は成立した取引の内容を明らかにした取引報告

書をお客様に交付します。 

 

(5)証拠金の維持 

証拠金に不足額が生じた場合には、証拠金の追加差入れが必要になります。 

 

(6)委託手数料 

当社は、お客様とあらかじめ取り決めた料率、額および方法により委託手数料を徴収します。

なお、大証 FX を行うにあたっては、約定通貨単位に下記記載の 1枚（1万通貨単位（南アラ

ンド/円は 10万通貨単位））あたりの手数料を乗算した手数料をいただきます。1約定ごとに

手数料がかかります。 

 

手数料：約定 1枚あたり 200円(税抜)（※） 

※取引実績等により異なる場合があります。詳細は取引ルールをご参照ください。 

 

 

(7)消費税等の取扱い 

消費税等（消費税、地方消費税）については、委託手数料とともに徴収します。 

 

(8)取引残高、建玉、証拠金等の報告 

大証 FXでは、電子交付の方法により、各種取引報告書類の発行を行います。 

■取引報告書兼決済報告書兼証拠金受領書 

大証 FX口座において、新規・決済注文が約定した時、および証拠金を受領した時に発行され

る書面で取引や決済、証拠金移動の内容が記載されます。 

■取引残高報告書 

月次で作成し、月末最終取引日を基準に翌月に発行される書面です。  

お取引および残高がない場合も「取引、および残高がない」ことを確認するために発行され

ます。 
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■年間損益報告書 

1年間(1月 1日～12 月 31 日)の大証 FX口座損益合計が記載されます 

(受渡日ベースにより作成されます)。 

■年間取引明細書 

1 年間(1 月 1 日～12 月 31 日)の大証 FX 口座で確定した為替差損益、スワップ損益および委

託手数料の内訳が記載されます(受渡日ベースで作成されます)。 

 

(9)電磁的方法による書面の交付 

当社による書面の交付を電磁的方法により受けることを承諾する場合は、その旨を大証 FX

口座開設に際して電磁的方法による承諾を行ってください。 

 

(10)業者の取引停止等の場合の建玉移管等の手続き 

取引所の取引参加者である金融商品取引業者が支払不能等の事由により、取引所から取引停

止等の処分等を受け、取引所がお客様の未決済建玉について建玉移管または決済を行わせる

こととした場合のお客様による手続きの概要は、次のとおりです。 

 

a. 建玉移管を希望するときは、取引所の別の取引参加者である金融商品取引業者に建玉移

管を申し込んで承諾を受け、当該移管先の金融商品取引業者に大証 FX 口座を設定する。 

b. 建玉の決済を希望するときは、取引停止等の処分を受けた金融商品取引業者に対しその

旨を指示する。 

 

お客様が取引所の定める日時までに上記 a.または b.の手続きを行わなかった場合には、取引

所は、お客様の計算において、建玉の決済を行います。なお、差入れた証拠金および決済差

益は、クリアリング機構に預託されておりますので、その範囲内でクリアリング機構の定め

るところにより、移管先の金融商品取引業者またはクリアリング機構から返還を受けること

ができます。 

 

(11)その他 

当社からの通知書や報告書の内容は必ずご確認のうえ、万一、記載内容に相違または疑義が

あるときは、速やかにその当社顧客サポートまでご照会ください。また、大証 FX の仕組み、

取引の委託手続き等について、詳しくは当社にお尋ね下さい。 

 

大証 FXおよびその委託に関する主要な用語 

■外国為替（がいこくかわせ） 

為替取引を外国との間で行われるものをいい、異なる通貨の交換を伴います。 

■外国通貨建（がいこくつうかだて） 

自国通貨 1単位に対して外国通貨はいくらになるかを表す方法です。(例)1円=0.0087USドル 
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■為替（かわせ） 

隔地間で現金を使わずに資金の決済を行う手段・方法です。 

■為替リスク（かわせリスク） 

外貨建資産が為替レートの変動により、自国通貨建で元本を割り込む可能性があることを指

します。 

 

■カントリーリスク 

政治リスクとも言われ、海外での投資・融資における相手国の信用度を指します。 

■金利リスク（きんりリスク） 

金利変動によるリスクです。債券価格は金利が上昇すると下落し、金利が下降すると上昇し

ます。 

■流動性リスク（りゅうどうせいリスク） 

通貨の流動性が乏しいために、取引が円滑に行えないというリスクです。 

■受渡リスク（うけわたしリスク） 

時差による決済時間帯の相違から生じる決済不履行リスクです。ヘルシュタットリスクとも

呼ばれます。 

■受渡決済（うけわたしけっさい） 

先物取引やオプション取引の決済期日に、原商品とその対価の授受を行う決済方法をいいま

す。大証 FX においては、受渡決済は行われず、差金決済により取引が決済されます。 

■立会時間（たちあいじかん） 

大阪取引所の大証 FX は、同取引所の定める時間帯に行います。 

■取引日（とりひきび） 

大阪取引所において、一営業日の立会開始時から当該立会終了時までをいいます。その日付

は当該一営業日の日付によります。 

■清算数値（せいさんすうち） 

値洗いを行うために、立会終了後にクリアリング機構が決める数値をいいます。 

■受渡日（うけわたしび） 

2通貨が交換される日、または差金決済による取引の決済日のことをいいます。 

■売付取引（うりつけとりひき） 

一般に先物・オプションを売る取引をいいます。大証 FXの場合は、買い戻したときの約定数

値が新規の売付取引の約定数値を下回ったときに利益が発生し、上回ったときに損失が発生

することとなります。 

■売建玉（うりたてぎょく） 

売付取引のうち、決済が結了していないものを売建玉といいます。 

■買戻し（かいもどし） 

売建玉を手仕舞う（売建玉を減じる）ために行う買付取引をいいます。 

■買付取引（かいつけとりひき） 
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一般に先物・オプションを買う取引をいいます。大証 FXの場合は、転売したときの約定数値

が新規の買付取引の約定数値を上回ったときに利益が発生し、下回ったときに損失が発生す

ることとなります。 

■買建玉（かいたてぎょく） 

買付取引のうち、決済が結了していないものを買建玉といいます。 

■転売（てんばい） 

買建玉を手仕舞う（買建玉を減じる）ために行う売付取引をいいます。 

■指値注文（さしねちゅうもん） 

価格の限度（売りであれば最低値段、買いであれば最高値段）を示して行う注文をいいます。

これに対し、あらかじめ値段を定めないで発注して相手側の最も優先する値段の注文から順

番に約定する注文を成行注文といいます。 

■逆指値注文（ぎゃくさしねちゅうもん） 

ある価格を指定して、価格が指定価格を超えたら買い注文、下回れば売り注文を出す注文形

態をいいます。 

■金融商品取引業者（きんゆうしょうひんとりひきぎょうしゃ） 

大証 FXを含む金融商品取引を取り扱う業務について、金融商品取引法による登録を受けた者

をいいます。 

■差金決済（さきんけっさい） 

先物取引やオプション取引の決済にあたり、原商品の受渡しをせず、算出された損失または

利益に応じた差金を授受する決済方法をいいます。 

■スワップポイント 

2通貨間の金利差調整額のこと。大証 FXにおけるロールオーバーは、当該取引日に係る決済

日から翌取引日に係る決済日までの売付通貨の借入れおよび買付通貨の貸付けを行ったこと

と実質的に同じであると考えられます。ロールオーバーにより決済期日が繰り越された場合

に、組合せ通貨間の金利差を調整するために、その差に基づいて算出される計算上の数額を

スワップポイントといいます。 

■損切り（そんぎり） 

持っているポジションを反対売買することにより損を確定することをいいます。 

■建玉（たてぎょく） 

いわゆるポジションのことです。売買契約成立後、未決済の契約のことをいいます。 

■値洗い（ねあらい） 

建玉について、毎日の市場価格の変化に伴い、クリアリング機構において決められた清算数

値により評価替えする手続きをいいます。 

■区分管理（くぶんかんり） 

当社が、お客様から預かった証拠金その他の資産を、当社の資産と明確に区分して保管する

ことをいいます。 

■証拠金（しょうこきん） 
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大証 FXを行うに当たって、取引の契約義務の履行を確保するために当社を通じてクリアリン

グ機構に対して差入れる金銭・有価証券等のことです。 

■追加証拠金（ついかしょうこきん） 

証拠金残高が日々の相場の変動により自己の建玉を維持するのに必要な金額を下回った場合

に追加して差入れなければならない証拠金をいいます。 

■レバレッジ効果(レバレッジこうか) 

少ない資金で大きな取引を行うこと。結果として投資した資金に対する損益の比率が大きく

なります。 

■両建て（りょうだて） 

同一の商品の売建玉と買建玉を同時に持つことをいいます。 

■ヘッジ取引（ヘッジとりひき） 

現在保有しているあるいは将来保有する予定の資産・負債の価格変動によるリスクを減少さ

せるために、当該資産・負債とリスクが反対方向のポジションを先物市場で設定する取引を

いいます。 

■ロールオーバー 

ポジションの繰越しのことです。大証 FXにおいては、同一取引日中に反対売買されなかった

建玉を翌取引日に繰り越すことをいいます。 

■限日取引（げんにちとりひき） 

各取引日ごとに、転売もしくは買戻しの対象となった建玉または各取引日の立会終了までに

転売もしくは買戻しが行われずにロールオーバーの対象となった建玉が消滅する取引を限日

取引といいます。 

■ロスカット 

お客様の損失が所定の水準に達した場合、当社が、リスク管理のため、お客様の建玉を強制

的に決済することをいいます。 

 

大証 FXに係る金融商品取引契約の概要 

当社における大証 FX については、以下によります。 

 国内の取引所金融商品市場の売買立会による市場への委託注文の取次ぎ 

 大証 FX の媒介、取次ぎまたは代理 

 大証 FXのお取引に関するお客様の金銭または建玉の管理 

 

金融商品取引契約に関する租税の概要 

＜大証 FXに関する租税の概要＞ 

【個人】 

個人が大証 FX の取引を行ったことにより発生した益金(売買差益、スワップポイント収益

及び最終決済の決済差益)は、「有価証券先物取引等に係る雑所得」として申告分離課税の

対象となり、確定申告をする必要があります。なお、「有価証券先物取引等に係る雑所得」
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として申告分離課税の対象となる場合、日本国内の市場で行われた有価証券先物取引、有

価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引(差金決済による売買損益に限る)、商品

先物取引(商品の受渡しが行われるものを除く)、店頭金融先物取引（当社取扱いの NetFx

を含む）の損益との通算が可能です。また、通算して損失となる場合は、一定の要件の下、

翌年以降 3 年間繰り越すことができます。ただし、株式取引および海外市場における各種

金融デリバティブ取引(当社取扱いの海外先物取引を含む)等との損益の通算を行うことは

できません。 

 

【法人】 

法人が大証 FXの取引を行ったことにより発生した益金は、法人税に係る所得の計算上、益

金の額に参入されます。 

 

【その他】 

当社は、個人、法人を問わずお客様が大証 FXの取引を行った場合には、原則として、当該

お客様の住所、氏名、支払金額等を記載した支払調書を当該当社の所轄税務署長に提出し

ます。 

 

なお、詳細につきましては、税理士等の専門家にお問い合わせください。 

 

当社が行う金融商品取引業の内容および方法の概要等 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28条第 1項の規定に基づく第一種金

融商品取引業であり、当社において大証 FXを行われる場合は、以下によります。 

 お取引にあたっては、あらかじめネットストック口座を開設していただく必要がありま

す。また、大証 FX 取引規程および大証 FX取引ルールについて、ご理解・ご納得いただ

く必要があります。 

 お取引にあたっては、大証 FX口座設定約諾書への同意、および承諾が必要です。 

 大証 FX 口座の開設にあたっては、一定の投資経験、知識、資力等が必要です。場合によ

っては、口座の開設に応じられないことがあります。 

 ご注文は、証拠金余力の範囲内での新規注文、保有する建玉の範囲内での返済注文が発

注可能です。 

 表示する売り気配と買い気配の価格には差(スプレッド)があります。また、スプレッド

は固定のものではなく、取引する通貨により常に変動します。 

 同一の通貨組合せの売り建玉と買い建玉を同時に持つこと(両建て)は、売り気配と買い

気配の差、売買手数料を二重に負担するなどのデメリットがあり、経済的合理性を欠く

おそれがあります。 

 ご注文いただいたお取引が成立した場合には、取引報告書を電子交付します。 
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当社の概要 

商 号 等    松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第 164号 

本店所在地    〒102-8516 東京都千代田区麹町 1-4半蔵門ファーストビル 

連 絡 先    お客様サポート 0120-953-006(03-5216-8628) 

加 入 協 会    日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

資 本 金    119 億円(平成 25年 3月末時点※) 

主 な 事 業    金融商品取引業 

設 立    昭和 6年(1931年)3月 

※大証 FXに関するお問い合わせは、上記の連絡先で承ります。 

※当社の資本金の額は、当社の資本政策または当社の発行する新株予約権の行使等により変動する場合があります。最新

の内容については、当社 WEBサイト上でご確認ください。 


